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ても目標値が提示されているのが一般的です。これは、過剰養殖による漁場環境の悪化や

魚病の発生を未然に防ぐためであり、魚類養殖が本県南部の基幹産業であり続けるには、

こういった目標値を定めて、達成できるよう努力していくことが重要です。 
 

表 1. 指標とその環境基準値・目標値 

指標 
環境基準値 

（改善が必要な状態） 

目標値 

（目指すべき状態） 

水 

質 
溶存酸素量 3.6mg/L を下回っている 5.7mg/L 以上である 

硫化物量 2.5mg/g を上回っている 
汚染の著しい漁場では 1.5mg/g

以下である 
底 

質 
底生生物 

半年以上目視で確認可能な底生

生物が生息していない 

多毛類（ゴカイ等）などの目視で

確認可能な底生生物が生息して

いる 

飼 

育 

生 

物 

条件性病原体

による死亡率

の変化 

連鎖球菌症または白点病による

死亡が通常では発生しない低水

温期でも毎年のように発生して

いる 

累積死亡率が増加傾向にない 

（資料：持続的養殖生産確保法 Q&A，2002；西村ら，2001）  
 
 実際に目標値が達成できているかどうかは、毎年 9 月ごろ、漁業者、漁業協同組合、市

町および県によって調査されています。また、調査結果は前述の目標値と比較され、漁場

適正利用協議会などで環境改善の必要性が議論されます。 
 さて、仮に改善が必要と判断されたとして、どのような対策がとれるでしょうか。本稿

では、その方策の 1 つとして養殖制限による環境改善について紹介し、その具体策を提案

するための“漁場利用評価モデル”について報告いたします。 
 

養殖制限による環境改善 

 養殖過程で発生する残餌や魚の糞の一

部は、漁場の海底に堆積します（図 2）。
これらは大量に堆積すると、夏季の高水

温や貧酸素の影響で腐敗し、生物に有毒

な硫化水素を発生することがあります。

養殖制限による環境改善としては、例え

ば、生簀当たりの魚の収容密度を減らし

たり、生簀面積を縮小して、残餌や糞の

減少を図ることが考えられます。ここで
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図2. 生簀から排出された残餌・糞のゆくえ
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大きく劣ると考えられ、実現性に乏しいと

言えます。  
②については、漁業者さんだけでは実施が

難しいため、区画漁業権の免許に関わる漁

業協同組合と行政とが連携して、取り組み

を検討する必要があります。③については

（図 4）、養殖生産額の減少というデメリッ

トがありますが、漁業者さん同士の話し合

いにより実現可能な養殖制限ではないでし

ょうか。 
 
今後の展開 

 現状では、生簀面積などの目標値は、環境特性を考慮して提示されていません。そのた

め、必要以上に厳しい目標値が提示されていたり、逆に、より厳しい目標値の提示が必要

な漁場があるかもしれません。今後は、環境特性が明らかにされていない漁場の調査を進

め、評価モデルを用いて、漁場ごとに現行目標値の妥当性を確認していく予定です。また、

底質改善が必要な漁場について効果的な養殖制限を提案するとともに、その制限の実施に

より、どの程度の期間で底質改善が進むのかも調査していく予定です。もちろん、こうい

った取り組みには漁業者のみなさんとの連携が不可欠であり、持続可能な養殖業の発展の

ため、協働で調査を進めて行きたいと考えています。今後もご理解とご協力いただきます

よう、よろしくお願いいたします。 

 
付記 

 本研究の一部は、2009 年度岡三加藤文化振興財団研究助成により実施しました。 

写真 2. 餌に群がる養殖マダイ 
（2 歳魚） 

図 4. 生簀面積の縮小例 
（生簀の台数を減らし、生簀の間隔を拡げる） 


